
独禁法が定める違反行為類型

の多くにおいτは、違反行為め成J

立を｝認定するため「行為要件」（カr

ルテル合意、排他条件付の契約

等）と「弊害（効果）要件」（民競争＼

的
効
果。
競
争
の
実
質
的
制
隈
等）
の

双
方
を
満
た
す
こ
と
が
必
要
と
さ
れ

て
い
る。
そ
し
て、
独
禁
法
に
よ
り
禁

じられる行為と反競争的効果と

の聞には、因果関係が存在する一こ

とが当擦にJ要求さムれるよ
うに思

われる。
もっとも、独禁法違反事件に係

号公取委公表文等においで》因果

関係につい
宝言及vされるなとは

きわめてまれであゆべ審判手続京

おい℃被審火から♂因果関係論が

論点とじて提出倍されるZいとも券

なかった。これは、刑法・
異法分野

において因果関係論をめぐりさ

まざまな論点が提起され件
費倒・

裁判例において具体的事案に基

づいて検討されてきたことと対

照的であbeも

独禁法実務において因果関係

論が正面から議論されることが

ほとんどTなかった背景にはきま

し
ざ
ま
な
事
憶
が
あ
滋
た
よ
う
に
感
じ

ら
れ
る
制。一f
む
か
し
J
独
禁
法
改
正（
平

f
成羽年ロ丹WE公布〉により審判

…
F

J

制

度

が

廃

ま

さ

れ

）

排

除

措

置

命

令

・

一

課

徴

金

納

品

川

命

令

に

対

す

る

不

服

申

立てが裁判所において扱われる

ようになれば、これまで独禁法一分

J野に特有γの検討枠組みに基づい

て処理されてきた論点が、裁判所

に
な
じ
み
の
深
い
因
果
関
係
論
の
観

点
か
ら
再
検
討
さ
れ
る
こ
と
も
増
え

て
い
く
だ
ろ
う。
ま
た、
日
々
の
企
業

法務においても、独禁法関連の事

案分析において因果関係論に着

目することによって、検討の筋道

を整理しやすくなるように思わ

れる。そこで本稿では、因果関係論に

ついて（独禁法の規定内容を確認

したうえで、いくつかの事例を因

果関係の観点から眺めてみるこ





その他の零細な
へ
追い
かかる

4
福井県ガソリン不当廉売事件

勾では湖、ー公取委が特定の事業者｛I

V

ー

ド

九

三

社

お

よ

び

そ

の

親

会

社

・

子

会

社

）

に

A

＼

立

入

検

査

吾

行

っ

た

と

報

道

さ

れ

た

？ぷJ
が、その後公取委は悶社に対Lて

〆J
jr排除措置では会く警告を行うに

よ
f

と
ど「
め、
し
か
し
他
方
で
は、」
開
業
他

γ～一
社A
E
社V
巳
注
意
を
行
っ
た。…

一川一
山一一一一川
崎一日一一一
日一
川
ト
ー
公
取
委
担
当
官
解
説湖
で
は、「
本
件

WVMrAUuih小川μ山一廉売は守司タニ）（筆者注一
立入検

砦
審
広一切………〆合
主8
5
2
i
zシド系

密議長職Eゆが生一ぷ一一人の競合店の一販売櫨格の引下げに、

説
弊
笠
義
弘一一川い
勢競合
意対抗して販売価格

部憾ぞい収総
説がr山一段、Myiを引き下げ九一福井擦の4市全体に

義
援
本
品川一hr
J
f一フーがヅリンの安値販売

議
葬品
細
管
忠
岡市YJ…
ν

が
渡
及
じ
た」
事
案
で
あ
り、「
ほ
ほ
同

窓
必一
心
ガ
議
論
法
γ
f
等？
の
価
格
で
レ
ギ
ュ
ラ
ー
ガ
ソ
リ
ン

主
立
玄一
行ん販売している事業者（競合店
系

議
雰
雪
原

相当数存在し、これらの事業者も

鳥観識の事業者ト

またその販売数量を増やLてい

にぶ一わが説争一色

たこと、さらに、これらの事業者



• 

注ft）本稿ではー殴果関係とは）実行行為が有する現実的
客観的危険性が結果へと現実化する過程をいうとする
考え方（山口厚『刑法〔言語2版）J(有斐閣、.201;1 ))33頁に
よる…用語法、を念頭にお、きながら各豪華主につれで説明し
てい る 。
注5）本件審判審決を因果関係論t：：着目しながら解説す
る評釈として、沼田知之f独禁法事例速報jジュリスト
2.012年9月号導頁や白石忠志「JASRACに関する公正取
引委員会審決の検討JL&T57号（2012)34頁がある。
注6）♂公取委審判審決宰24・6・1.2審決集59巻第1分冊
59頁。

注7）東京高半日平25・11・1判時2206号37頁。
注8）公取委の平成25年1月10日付け警告および注意。

注9）佐久間正哉・山中義道［福井県の4市において給油
所を運営する石油製品小売業者に対する饗告等につい
てj公正取引2013年4月号69頁。

i主10）公取委審判審決平20・9・16審決集55巻380頁。

原価割れ・継続的廉売

I ＊：�，スタンド l 
齢スター



マイクロソフト非係争条項事件

非係争条項
（『パソコンAV技術jに係る特許権行使を阻害）

機能を実現させるためにも－用い

られる技術であるから、パリソコン

メーカーはパソコンAV技術に

関する特許権に基づいて企一V機

器メーカー？に対してライセンス

科を一請求することができると主

張した。そして、パソコンメーカー

はそれ
やえ将来の研究開発費用

を得られるのであり、一研究開発意

欲は損なわれないと反論した。

MSの反論は、公取委が想定し

図表3

研究開発意欲を阻害するおそれ？

論を事実認定のレベルで否定し

たが、介在事情が具体的に提示さ

れた具体例として注目される（図

表3v。
回一
独禁法固有概念の再検討

本
稿
で
紹
介
し
た
よ
う
な
事
例
に

つ
い
て
は、
か
つ
て
は
公
取
委
が
「
公

正
競
争
阻
害
性」
「
正
当
な。
理
由」
「
正

常な商慎習」一「合意の拘束力」、
企

業結合審査における「結合関係」

なEの抽象的な条文・
概念の解釈

問題bLて、種々
の事実関係の総

合的検誌に…より当該抽象的概念

へ
の該当性を検討し結論を導き

出すことが通例であった。

一かかる「総合的一検討一Lの手法は、

公取委が競争政策について高度

の専問的知見を備え、かつ適正な

審査手続を通じで各案件を処理、

しているという信頼感があるか

らこそ、広く受け入れられてきた

ように感じられる。しかし近年で

は因果関係が争点となる事例が

既
に
み
ら
れ
る
よ
うに
なっ
てい
る

し、
こ
の
流れは、
独
禁
法改正（
審判

制
度
廃
止
と
裁
判
所へ
の
不
服
申立

制度導入〕施行後に事業者が裁判

所になじみの深い刑法学・民法学

の
知
見
に
基
づ
い
て
因
果
関
係
を
問

う
よ
う
に
な
れ
ば、
い
っ
そ
う
拡
大
し

て
い
く
だ
ろ
う。

そ
し
て、
独
禁
法
特

有
の
抽
象
的
概
念
の
具
体
的
内
容
が

聞
い
直
さ
れ
る
き
っ
か
け
と
な
る
こ

ともあり得るように思われる。
今

後に註目したい却。

E－
日々
の企業法務と

目
因果
関係論

本稿で）紹介した事例はいずれ

も公取委が立入検査を行い命令・

勧告を行った事例をベ1スにし

て
い
る
が、
そ
の
よ
う
な
事
件
と
は
な

ら
ない
案
件で
あっ
て
も、
法務
部門

や
総
務
部
門に
おい
て
は、
事
業遂
行

上日々
生じる問題について独禁

法上の問題を検討する都度、「公

正競争阻害性」「正当な理由」など

抽象的な独禁法固有の表現に向

き
合うこ
と
と
な
り、
頭を
抱
えて
し

ま
う
こ
と
も
あ
る
か
も
し
れ
な
い。

これらの抽象的概念について



等一

検討し、経営陣や営業部門に検討

結果を説明するに際しては、抽象

（的概念を具体的な検討要素に分

v

解

し

整

理

す

る

と

と

が

役

立

つ

と

恩

わ

れ

る

と

こ

ろ

で

あ

り

、

こ

の

た

め

の

整理の引忌出Lはいくつか考え

られる。そのツールの一つとして

「因果関係」を活用することがで

一

L

き

れ

ば

、

漠

然

と

し

た

独

禁

法

違

反

の

一
懸～念をなかなか払拭できない事

案においても、行為から結果実現

へ向か
う因一乗の掠れを中断する

し「被害者の行為」「競一争事業者の行

為」などがないか営業担当者に明

いよ一示的に問うてみることにより、法

務・総務部門の知…らなかった新事

会実の報告を営業部門から引き出

命J
して→適法以柄引結論を導き出せる

注11）なお、公取委命令に対する取消
訴訟については、行政事件訴訟法;30条
（裁判所は裁量処分についで裁量権蟻
越・澄用の場合に限り取り消す之とが
できる慣の規定）が因果関係の認定に
も適用されるか検討する必要がある。




